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平成２３年度における「がん対策」に関する具体的な事業一覧 

都道府県名 熊本県 

 

（１）放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成 

事 業 名 事 業 内 容 国庫補助の有無 22年度予算額 23年度予算額 実施主体 

   千円 

 

千円 

 

 

 

（２）治療の初期段階からの緩和ケアの実施 

事 業 名 事 業 内 容 国庫補助の有無 22年度予算額 23年度予算額 実施主体 

   千円 

 

千円 

 

 

 
（３）がん登録の推進 

事 業 名 事 業 内 容 国庫補助の有無 22年度予算額 23年度予算額 実施主体 

がん登録事業 がん患者の罹患・受診状況の把握、生

存率の測定を行い、国立がん研究セン

ターへのデータ提出、届出医療機関に

対する予後情報の提供等を実施。 

 

無 

千円 

   6,494 

千円 

6,342 
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（４）がん予防・早期発見の推進 

事 業 名 事 業 内 容 国庫補助の有無 22年度予算額 23年度予算額 実施主体 

がん検診受診向上対策事

業 

 

がん検診受診促進企業連

携事業 

検診機関等、担当者の資質向上のため

開催する研修会を実施。 

※ 事業費は関連事務費を計上 

企業と連携したがん検診受診促進の

ための啓発活動等を実施。 

    

無 

 

有[名称同じ] 

（厚労省健康局） 

千円 

      69 

 

8,500 

千円 

       59 

 

0 

県 

 
（５）がん医療に関する相談支援及び情報提供 

事 業 名 事 業 内 容 国庫補助の有無 22年度予算額 23年度予算額 実施主体 

がん対策推進事業 

（熊本県がん患者等 QOL

向上支援事業） 

がんサロンリーダー・サポーター養成

セミナー、がんサロン交流会による普

及啓発を実施。 

有［がん対策重点

推進事業］ 

（厚労省健康局）  

千円 

5,015 

千円 

3,524 

県 

 
（６）がん医療水準均てん化の促進 

事 業 名 事 業 内 容 国庫補助の有無 22年度予算額 23年度予算額 実施主体 

がん診療連携拠点病院機

能強化事業（熊本県がん診

療連携拠点病院機能強化

事業） 

がん地域連携クリティカ

ルパス支援事業（熊本県が

ん地域連携クリティカル

パス支援事業） 

県内のがん診療連携拠点病院（独立行

政法人を除く）の事業活動に対する補

助。 

 

県内におけるがん地域連携クリティ

カルパスの普及を図るため「熊本県私

のカルテがん診療センター」を設置。 

有［がん診療連携

拠点病院機能強

化事業］ 

（厚労省健康局） 

有［地域医療再生

基金］ 

（厚労省医政局） 

千円 

15,903 

 

 

19,625 

千円 

15,900 

 

 

19,625 

補助先 

 

 

 

委託先 
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（７）がんに関する研究の推進 

事 業 名 事 業 内 容 国庫補助の有無 22年度予算額 23年度予算額 実施主体 

   千円 

 

千円 

 

 

 
（８）その他 

事 業 名 事 業 内 容 国庫補助の有無 22年度予算額 23年度予算額 実施主体 

天草・芦北圏域がん診療

機能強化事業 

 

 

 

 

熊本県がん診療施設設備

整備事業 

（国指定）がん診療連携拠点病院がな

い左記の医療圏のがん診療機能を強

化し、がん診療の均てん化を進めるた

めに、当該圏域のがんの中核病院の事

業活動を支援。 

 

県内のがん診療に携わる医療機関を

対象に、がん診療関連機器の取得費の

一部を補助。 

 

無 

 

 

 

 

有［医療提供体制

推進事業］ 

（厚労省健康局） 

千円 

2,074 

 

 

 

 

17,771 

千円 

   2,074 

 

 

 

 

29,463 

 

補助先 

 

 

 

 

補助先 

「がん対策」予算合計 

千円 

75,451 

千円 

76,987 
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（自由記載） 

都道府県における取組の詳細について 

都道府県名 熊本県  

予算額だけでは見えてこない各都道府県独自の特色ある取組の内容を、ご自由にご記載ください。 

○熊本県指定がん診療連携拠点病院の指定 
【概要】 
  本県では、現在、８カ所の（国指定）がん診療連携拠点病院があるが、国の指定要件をすべて充足してはいないが、従

前より、各地域においてがん診療の中核としての役割を担っている病院が存在する。 
  このような医療機関においても、がん地域連携クリティカルパスの担い手となることや緩和ケア研修会の開催など、が

ん診療の向上につながる取り組みを行うようになれば、県内におけるがん診療の均てん化は一層進むものと見込まれる。 
  そこで、国の指定要件を一部緩和（必須とされる放射線治療機器の保有、病理医の確保など）し、熊本県独自のがん診

療連携拠点病院を指定することとした。 
 
【効果】 
  平成２２年８月に６つの病院を「熊本県がん診療連携拠点病院」として指定した。 
  これにより、当該の病院は、（国指定）がん診療連携拠点病院から構成される「熊本県がん診療連携協議会」に参画す

ることとなり、既存会員とともに会の活動に携わり、また情報の共有化がなされることによって、がん診療機能の向上が

図られつつある。 
  例）がん地域連携クリティカルパスの導入開始、緩和ケア研修会の実施、がんサロンに対する運営支援 
 
［経費］ 
  検討資料作成、関係機関調整、会議開催等に係る事務に係る職員人件費、事務費等の経費が発生。 
 


